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１ 事業の背景・目的 
 

 高齢化、エネルギー・環境問題、震災からの復旧・復興などの社会的課題解決、我
が国の強みである組込みソフトウェア産業の充実やクラウドコンピューティングを利
用した企業経営の効率化等による国際競争力強化、インターネット社会における巨大
なデータ処理による新たな価値や新産業創出に向け、情報技術を高度に活用して、社
会の具体的な課題を解決することのできる人材を育成することが我が国の重要な課題
となっています。 
このため、平成２３年８月に高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部でとりま

とめられた「情報通信技術人材に関するロードマップ」には、政府が取り組むべき施
策として、大学を中心とした産学協働による実践的教育活動のシステム構築及び人材
育成推進ネットワーク構築が明記されています。 
これらを踏まえ、本事業は、情報技術を活用して社会の具体的な課題を解決できる人

材を育成するため、複数の大学と産業界による全国的なネットワークを形成し、実際の
課題に基づく課題解決型学習等の実践的な教育（以下「実践教育」という。）を実施・
普及することを目的としています。 
特に、大学院修士課程（大学院博士前期課程を含む。以下同じ。）の学生を主な対象

として、実践教育を行うための、複数の大学と産業界の全国的なネットワークを形成す
ることによる大学教育改革の取組を支援します。 

 
 
２ 事業の概要 
 
（１） 公募対象 

大学院修士課程を設置する我が国の国公私立大学（学校教育法第２条第２項に規定
する国立学校、公立学校及び私立学校（学校法人が設置する大学に限る）である大
学）が、情報技術を活用して社会の具体的な課題を解決できる人材を育成するために、
複数の大学並びに企業、関係団体及び学協会等（以下「企業等」という。）と緊密に
連携し、実践教育を推進する全国的なネットワークを形成する取組を対象とします。 

 
（２）事業の期間 
   最大５年間としますが、予算の状況や中間評価の結果等を踏まえて、事業期間途中

での計画の変更や中止を含めた見直しを行うことがあります。 
 
（３）選定件数 

 選定件数は１件とします。 
 
（４）申請者等 
○ 本事業の事業者は大学の設置者（国立大学法人、公立大学法人、学校法人又は地方
公共団体）、申請者は大学の学長です。事業者には、大学改革推進等補助金（情報技
術人材育成のための実践教育ネットワーク形成事業費）が交付されます。 

○ 申請は、ネットワーク形成を行うための複数の大学連携による共同申請とします。
単独の大学による申請はできません。 

○ 申請は、連携する大学から一校が代表（以下「代表校」という。）となって行いま
すが、連携する全ての大学の学長の了解を得ていることが必要です。申請時点で了解
を得ていない場合は、本事業に申請することはできません。また、連携する企業等に
ついても選定後の協力について理解を得ていることが必要になります。 
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○ 選定された場合は、連携する大学及び企業等間において本事業を共同で実施する旨
の協定を速やかに締結し、別途文部科学省から連絡する方法に従い、代表校の学長か
ら文部科学大臣宛に提出してください。 

○ 学生募集停止中の大学（連携校を含む）は、申請することはできません。 
○ 代表校、連携校に関わらず、一つの大学が申請できる件数は１件までとします。 

 
（５）事業規模 
   平成２４年度は６億円を申請の上限額とします。事業規模が申請の上限額を超える

場合、申請の上限額との差額は自己収入等の経費により各大学等が負担することとな
ります。 

 
（６）経費の範囲 

○ 選定された取組に対しては、「大学改革推進等補助金」により、経費措置を行
います。 

○ 選定された取組の計画が、他の文部科学省の補助金等により経費措置を受けて
いるものと内容が重複する場合、本事業として経費措置を受けることはできませ
んので、申請に際して、他の経費措置を受けて行っている事業との区分・相違な
どを十分整理した上で、本事業に申請する実施計画及び資金計画を作成してくだ
さい。 

○ 申請できる経費は、事業計画の遂行に必要な以下の経費とします。本事業の趣旨
・目的に沿って経費を使用するよう留意してください。申請にあたっては、経費の
使途の有効性を十分に検討し、計画に見合い、かつ支援期間終了後も事業に関わる
人材育成を継続できるよう、支援期間（最大５年間）における適切な規模の所要経
費を算出してください。なお、平成２５年度以降の補助金額は、事業計画の内容等
を総合的に勘案して毎年度文部科学省において決定しますが、本補助金の当該年度
の全体予算額を踏まえて減額する場合があります。 

○ 平成２４年度申請経費については、平成２５年３月までに行う人材育成その他、
ネットワーク形成に必要となる経費を申請してください。 

○ 経費の取扱いについては、別に通知する大学改革推進等補助金交付要綱、平成
２４年度大学改革推進等補助金取扱要領等に従って適切に管理執行してください。
（参考）平成２４年度大学改革推進等補助金について 

http://www.mext.go.jp/a_menu/koutou/tokushoku/05030101.htm 
  ※特に大学改革推進等補助金の経費区分は、平成２３年度の経費区分から変更されて

いますので注意願います。 
   
【物品費】 
① 設備備品費 

本事業を遂行するに当たり必要な設備備品の購入について使用できます。また、設
備備品を設置する際の軽微な据え付けのための経費についても使用できます。購入し
た設備備品は大学改革推進等補助金により購入したものである旨を記し、備品番号を
付すなど、適正に管理してください。なお、建物等施設の建設・改修、不動産取得に
関する経費については使用できません。 

  ※設備備品費は、補助対象経費の総額の７０％を超えないようにしてください。 
② 消耗品費 

本事業を遂行するに当たり必要な資材、部品、消耗品等の購入について使用できま
す。 
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【人件費・謝金】 
① 人件費 

本事業を遂行するに当たり必要な教育研究指導及びその支援その他の労働を行った
人に対する賃金、手当について使用できます（ＴＡ、ＲＡを含む）。 

② 謝金 
本事業を遂行するに当たり必要な専門的知識、情報、技術の提供等の協力を得た人

に対する謝金について使用できます。 
 
【旅費】 
  本事業を遂行するに当たり必要な旅費（国内外の出張又は移動にかかる経費（交通費、
宿泊費、日当、旅行雑費）や外国人招へい経費（交通費、宿泊費、日当、滞在費、旅行
雑費等））について使用できます。 

 
【その他】 
① 外注費 

本事業を遂行するに当たり必要な外注について使用できます。 
② 印刷製本費 

本事業を遂行するに当たり必要な資料等の印刷・製本について使用できます。 
③ 会議費 

本事業を遂行するに当たり必要な会議、シンポジウム、セミナーの開催等につい
て使用できます。 

④ 通信運搬費 
本事業を遂行するに当たり必要な物品の運搬、通信・電話料等について使用でき

ます。 
⑤ 光熱水料 

本事業を遂行するに当たり必要な電気、ガス及び水道等の経費について使用でき
ます。 

⑥ その他 
本事業を遂行するに当たり必要なその他経費（物品等の借損及び使用、土地・建

物借り上げ料、研究機関内の施設・設備使用料、広報費、データ・権利等使用料、
委託費、その他大臣が認めた経費等）について使用できます。 
また、事業を遂行するために必要であり、事業の本質をなさない定型的な業務に

ついては他に委託して行わせることができます。委託費の総額は、補助金額の５０
％を超えないようにしてください。 
なお、本事業の遂行に直接関連のない経費（酒類や講演者の慰労会、懇親会等の

経費、本事業の遂行中に発生した事故、災害の処理のための経費等）には使用でき
ません。 

 
○  上記の経費の範囲内において、本補助金の使途として、例えば、以下のようなもの

が挙げられます。 
・ 実践教育ネットワークの形成・拡充に必要な打ち合わせ、会議等に係る旅費、会議

費 
・ 産業界の技術者等を指導者として雇用・招へいするために必要な旅費、謝金、賃金 
・ 実践教育の指導補助者として、ＴＡ等の支援者を雇用するために必要な賃金 
・ 全国の大学、研究機関、企業等が共同で実習等を行うために必要な経費 
・ 実践教育を行うための機器の購入や実践教育の会場確保に必要な経費 
・ 実践教育に参加する学生・教員の募集、実践教育の普及・広報に必要な経費 
・ シンポジウム等を企画・開催するために必要な経費 
・ 有識者による外部評価実施など、実践教育の質の保証・向上を図るための経費 
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３ 審査方法等 
 

本事業の選定のための審査は、客観性、公平性、透明性を確保するため、有識者や専
門家で構成される「情報技術人材育成のための実践教育ネットワーク形成事業委員会」
（以下「委員会」という。）において行います。 
選定方法の詳細については、「情報技術人材育成のための実践教育ネットワーク形成

事業審査要項」を参照してください。 
選定にあたっては、委員会の意見を踏まえ、取組の計画内容等について修正を求める

場合があります。 
 
 
４ 申請内容・方法等 
 
（１） 申請内容等 
申請者は、次に掲げる各事項に留意して取組を計画し、文部科学大臣宛に必要な申請書

類を提出してください。 
 
① 本事業は情報技術分野における実践教育を推進するための全国的なネットワークを形

成することを目的としているので、形成するネットワークが、連携する大学や地域の
広がり等の面から見て、全国的なものとなっていること。 

 
② 形成するネットワークが効果的に機能するような、複数の大学及び産業界による組織

・体制が構築されること。また、事業を実施する大学間の役割分担が明確になってい
ること。 

 
③ ネットワークを形成する大学及び企業等が地域を越えて緊密に連携することにより、

大学院修士課程の学生を主な対象として実践教育を行うこと。また、実践教育の実施
方法及び手段が明確かつ効果的なものとなっていること。 

 
④ 実践教育における題材の提供、教員・指導者の派遣、施設設備の貸与等、実践教育の

実施に必要な各種の協力について、連携する大学及び企業等の間で明確なコミットメ
ントを得ているとともに、協力内容が明らかにされていること。また、連携する企業
等については、情報サービス企業のみならず、情報技術を利活用する企業など、幅広
い関係企業等を含むこと。 

※ 大学改革推進等補助金の交付対象は大学等ですので、連携する企業等に補助金
を交付することはできません。 

 
⑤ 実践教育を行う情報技術の分野が明確になっていること。また、当該分野について、

実践教育による人材育成を行う必要性及び重要性が十分認められるものであること。 
 
⑥ 個々の大学を超えた、全国の大学の実践教育の場としてふさわしい、適切な規模の相

当数の学生に対して実践教育を行う計画となっていること。 
 
⑦ 本事業を実施する大学の学生以外の全国の学生や社会人が、本事業で行う実践教育を

受けることができる仕組みを構築すること。 
 
⑧ 本事業を実施する大学以外の大学の教員を、ネットワークの活動に積極的に参加させ

ることで、実践教育を充実させるとともに、実践教育に関するファカルティ・ディベ
ロップメント（ＦＤ）の推進や、本事業の成果の全国的な普及を図ること。 
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⑨ 各年度の達成目標並びに中間評価及び事後評価の各時点における達成目標を国民にわ
かりやすい形で明確に設定すること。その際、本事業においては、特に以下の点につ
いて目標を設定すること。 
・ 実践教育の推進ネットワークに参加する大学数 
・ 本事業で実施する実践教育を受ける学生数 
・ 全国の大学に占める、情報技術分野の実践教育を実施する大学の割合 

 
⑩ 本事業を実施する大学以外の大学や産業界等の有識者を構成員とする第三者評価組織

を設置し、事業の検証や評価を実施するとともに、その結果等を踏まえて必要な改善
策を講じ、事業の一層の充実に繋げることができるよう、ＰＤＣＡサイクルが機能す
る仕組みを構築すること。 
 

⑪ 形成したネットワークについて、支援期間終了後も自立的かつ発展的な活動を継続す
る計画となっていること。 

 
（２）申請書の作成 
   「平成２４年度『情報技術人材育成のための実践教育ネットワーク形成事業』申請

書の作成に当たって」に基づき、本事業の背景・目的を十分に踏まえて、所定の様式
で申請書を作成し、代表校の学長から文部科学大臣宛に申請してください。 

 
（３）提出方法 

申請書は、以下の提出先へ期間内に提出してください。なお、提出期間内に申請書
類等が提出されない場合は、審査対象外とします。 

 
【提出期間】 
●送付する場合：平成２４年８月２日（木）～平成２４年８月３日（金）に必着 
送付にあたっては、包装に「情報技術人材育成のための実践教育ネットワーク形
成事業申請書類在中」と朱書きの上、配達が証明できる方法（特定記録、小包、
簡易書留、宅配便等）で余裕をもって発送してください。 

 
●持参する場合：平成２４年８月２日～平成２４年８月３日（金） 

１０時～１２時、１３時～１７時 
 
【提出先】 
〒１００-８９５９ 東京都千代田区霞が関３－２－２ 
文部科学省高等教育局専門教育課 情報教育推進係 

 

 
【提出部数】 
①申請提出書・・・・・１部 
②情報技術人材育成のための実践教育ネットワーク形成事業申請書 
・両面印刷・穴あけ・ファイルに綴じる・・・・・・・・・・１５部 

③上記①②のデータをCD-R(W)に保存したもの(WORD等及びPDFの両方)・・１枚 
 

 
（４）その他 

○ 提出された申請書等については、公募要領に従っていない場合や不備がある
場合も、差し替えや訂正は原則として認めません。 
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○ 公正な審査を行うため、以下の形式的要件違反があった場合は、審査対象外
とします。申請時には十分注意してください。 

 ①申請書等の作成・記入要領で定める書式と異なる場合 
 ②各様式の規定ページ数を超過した場合 
 ③指定外の資料を添付した場合 
○ １大学から複数の申請があった場合は、審査対象外とします。申請時には十

分注意してください。 
○ 申請書等に、審査における判断の根本に関わるような重大な誤りや記載漏れ、

または、虚偽の記載等があった場合、審査対象外とします。また、選定後にお
いても、虚偽の記載等が判明した場合は、選定を取り消すことがあります。 

○ 提出された申請書等は返却しませんので、各大学において控えを保管するよう
にしてください。 

○ 一度選定された事業については、原則として、当初計画に基づいて最大５年間
事業を実施することとなるため、あらかじめ計画を十分に練った上で申請してく
ださい。 

○ 最終的に選定された大学については、学長宛に選定結果を通知するとともに、
別途、交付内定及び補助金交付申請手続きに関する連絡を行います。 

 
 
５ その他留意事項 
 
（１）補助金の執行に関する留意事項 
 選定がなされ補助金の交付を受けた場合には、学長、取組担当者及び経理等事務を
行う大学の事務局は以下のことに留意してください。 
 
① 補助事業の遂行及び管理 

本補助金の財源は国の予算であるため、「補助金等に係る予算の執行の適正化に
関する法律」及び「補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令」等に
基づいた適切な経理等を行わなければなりません。 
 また、調書、交付申請書、報告書等の作成や提出、事業の実施等を、代表校の学
長の下、一括して行うようにしてください。 
 

② 補助金の執行事務等 
本補助金の執行事務を適切に遂行するため、大学の事務局が計画的に経費の管理

を行うようにしてください。その際、本事業の経理については、他の経理と明確に
区分し、その収入及び支出の内容を記載した帳簿を備え、その収入及び支出に関す
る証拠書類を整理し、並びにこれらの帳簿及び書類を当該取組の完了した年度の翌
年度から５年間保存してください（帳簿及び書類については、年度ごとに５年間保
存するのではなく、支援期間（最大５年間）の全てについて、取組完了年度から５
年後まで保存する必要があります）。 

なお、設備備品等を購入した場合は、それらが国から交付された補助金により購
入されたものであることを踏まえ、補助事業の期間内のみならず、補助事業の終了
後においても、善良な管理者の注意をもって管理し、補助金交付の目的に従って、
その効率的運用を図るようにしてください。 
 

③ 不正又は不適切な使用に関する措置 
補助金の不正又は不適切な使用が認められた場合には、補助金の全額又は一部の

返還を求めることとなります。 
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④ その他、法令、国の定めるところにより、必要な責任を負っていただきます。 
 
（２） 成果の検証及び評価 
 
① 実績報告書等 
選定された取組については、毎年度、「大学改革推進等補助金交付要綱」に定める実績

報告書を提出することとします。 
また、取組の財政支援期間中や終了後に委員会又は文部科学省による状況調査を行う場

合があります。 
 実績報告書及び状況調査の結果から、補助期間中の目標達成が著しく困難であると判断
される場合は、計画の見直しを求めるほか、補助金の減額や事業の打ち切りを行う場合が
あります。 
 また、より一層効果的な事業とするために、委員会等から助言等を行う場合があります。 
 
② 評価 
事業開始から２年経過後に中間評価を、支援期間の最終年度の翌年度に事後評価を委員

会で行います。中間評価の結果は、４年目以降の補助金額の決定に反映され、この際、補
助金の減額や事業の打ち切りを行う場合があります。なお、評価は、委員会で別途定める
方法に基づいて行われます。 
 
（３）公表等 
公募締切後、申請大学名（研究科名含む）、取組名を公表する予定です。また、選定さ

れた取組については、取組責任者名、取組概要等についても公表する予定です。 
また、文部科学省では、選定された取組に係る事例集や報告書の作成、フォーラム

の開催等を行う場合があり、その際には選定された大学にご協力いただくことを予定
していますのであらかじめご了承ください。なお、作成した事例集等に関する著作権
は文部科学省に帰属するものとします。 

選定された大学は、本事業の趣旨・目的を踏まえ、取組内容、経過、成果、達成目
標の到達状況等について、大学のＷｅｂサイト等を活用し、積極的かつ継続的に学内
外へ情報提供を行うこととします。 
 
（４）その他 
現に又は今後、国等から助成を受ける経費がある場合、重複して本事業の経費として交

付申請することはできません。 
 
 
６ 問い合わせ先 
 
公募に関するご相談は、以下問い合わせ先において随時受け付けます。 

 
《問い合わせ先》 
   〒１００-８９５９ 東京都千代田区霞が関３－２－２ 
            文部科学省高等教育局専門教育課情報教育推進係 
                  電 話：０３－５２５３－４１１１（代表） 
                            内線２９３５，２９９２ 


